








































[5Jでは，春闘の発展過程を概観している([5 J， pp.178-182)。佐野 [4J
では，個別の産業の春季賃金引き上げ額の決定要因を回帰分析によって明ら






4 ) インデクセーションとマクロ経済の安定性については， Gray[l8Jを参照せよ。日本
では，毎月の賃金はインデックスされていない。 Sachs[20Jによれば，年 2回のボー
ナスによって名目賃金率の目減りの大きな部分が補償されているが，交渉においてそ






































































消費者物価上昇率 0.8110 0.9364 0.5550 0.2981 0.4034 
(前年度) (1960~74) (1975~90) (1960~90) (1960~73) (1960~90) 
売上高経常利益率 一0.3256 -0.5130 0.4227 -0.3057 0.4646 
(前年度) (1967~74) (1975~90) (1967~90) (1967~73) (1 967~90) 
有効求人倍率 0.9084 0.4200 O. 7512 0.8984 0.6348 
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一一 A:企業業績一一 B:世間相場 一ー C:労働力の確保・定着
一一D:物価上昇一--E:労使関係の安定一一-F:その他

































































































































に，pを 11- (政府経済見通しの就業者総数/政府経済見通しの労働力人口)J とし
て他の説明変数とともに回帰を行ったが，意味のある結果が得られなかった。





















消費者物価 「予想され 有 効 自由度
期 間 定数項 上昇率の ない」消費者 求人倍率 修正済み ダーピン
ao 予想値引 物価上昇率a2 (前期)a3 決定係数 -ワトソン比
高度成長期 3.2016* 0.2726 0.4244** 9.2038*** 0.9286 1.6521 
(1959年 (2.0073) (0.6417) (2.5291) (4.0130) 
"'1974年)
安定成長期 -0.3384 0.7682*牢 -0.0012 4.4212*** 0.9130 2.3518 
(1975年 (-0.4812) (10.9877) (-0.0071) (3.1430) 
'" 1990年)




















Wt=ao +a1Pte+a2φt-Pte) +a3 UKBt-1 +a4 UKRt-1， 
とする。ここで UKRは，売上高経常利益率である。この場合の回帰係数と t値(括
弧内の数値)はつぎのとおりである。 1967年から74年では， ao=30.4965 (57.9329)， 
a1=-4.7917 (-4.9994)， a2=0.6234 (11.5400)， a3=12.8624 (11.0938)， a4= 
-1.6028 (-2.5485)である。また1975年から90年では，ao=0.5806 (0.8032)，α1= 






なる。ちなみに，ao=-7.7897 (-2.9467)， a1=1.1579 (3.7886)，α2=0.8729 
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